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○二本松市都市計画法に基づく開発許可の事務処理に関する要綱 

平成 27 年 3 月 25 日告示第 51 号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）、

都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９号。以下「省令」という。）及び二本 

松市都市計画法施行細則（平成２７年二本松市規則第９号。以下「施行細則」という。 

）に基づく開発許可に係る事務処理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（事前相談） 

第２条 二本松市（以下「市」という。）は、開発行為を行おうとする者から、開発の構

想段階において事前に相談があった場合は、開発許可要件その他の開発行為に関する要

件について十分説明を行い、その後の手続の円滑化を図らなければならない。 

（協議及び事前審査の指導） 

第３条 市は、開発行為を行おうとする者に対し、その開発行為が、次に掲げるものに該

当するときは、当該各号に定める機関等と協議するよう指導するものとする。 

⑴ 二本松市景観条例（平成１７年二本松市条例第１５３号）第１２条に定める景観形

成重点地区内における行為又は同条例第２０条に定める大規模行為に該当する開発

行為にあっては、建設部都市計画課 

 ⑵ 福島県大規模土地利用事前指導要綱（平成９年３月２５日付け９土調第１１７号福

島県副知事依命通達）に定める事前協議が必要な開発行為にあっては、福島県県北地

方振興局企画商工部地域づくり・商工労政課 

 ⑶ 福島県ゴルフ場開発指導要綱（平成元年６月１９日付け元土調第４０７号福島県副

知事依命通達）に定める事前協議が必要な開発行為にあっては、福島県県北地方振興

局企画商工部地域づくり・商工労政課 

 ⑷ 福島県産業廃棄物処理指導要綱（平成２年福島県告示第３３８号）に定める事前協

議が必要な開発行為にあっては、福島県県北地方振興局県民環境部環境課 

 ⑸ 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）に定める農用地区域

の土地を含む開発行為にあっては、産業部農政課 

 ⑹ 大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）の対象となる開発行為にあって

は、産業部商工課 

 ⑺ 環境影響評価法（平成９年法律第８１号）の対象となる開発行為にあっては、福島

県生活環境部環境共生課 

 ⑻ 福島県環境影響評価条例（平成１０年福島県条例第６４号）の対象となる開発行為

にあっては、福島県生活環境部環境共生課 

２ 市は、開発行為を行おうとする者に対し、その開発行為の規模が５ヘクタール以上（ 

以下「大規模開発行為」という。）の場合には、二本松市大規模開発事前審査要綱（平
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成２７年二本松市告示第 号）に定める事前審査を受けるよう指導するものとする。 

（申請書等の提出先及び収受） 

第４条 開発許可の申請等を行おうとする者（以下「申請者」という。）は、省令又は施

行細則の定めるところにより、申請書及びその他必要な図書等（以下「申請書等」とい

う。）を建設部都市計画課に提出するものとする。 

２ 前項により提出のあった申請書等を受領した職員は、二本松市文書取扱規程（平成１

７年二本松市訓令第１３号）第１３条第１項第２号の規定により、文書整理簿に必要事

項を記載し、処理するものとする。 

３ 市は、第１項により提出のあった申請書等について、速やかに、その記載内容及び添

付書類の有無を確認し、誤記、添付書類の不足等の不備がある場合には、申請者に対し

て相当の期間を定めて補正を求めなければならない。 

（手数料の徴収） 

第５条 前条第２項の申請書等を受領した職員は、申請書等の受領に際して手数料の徴収

が必要なときは、二本松市都市計画法関係事務手数料条例（平成２７年二本松市条例第 

  号）に規定する手数料の額を現金で徴収しなければならない。 

（審査及び処分の決定） 

第６条 市は、第４条により提出のあった開発許可の申請等について、当該申請に係る開

発行為を審査表（第１号様式）及び技術審査表（第２号様式）を用いて速やかに審査を

行い、必要がある場合には、申請者に対して申請書等の補正要求及び行政指導を行うも

のとする。 

２ 市は、前項による審査等を行った結果、当該申請に係る開発行為が、法第３３条に掲

げる基準に適合しており、かつ、その申請の手続が法又は法に基づく命令の規定に違反

していないと認めるときは、開発許可をしなければならない。なお、これ以外の場合は、

不許可とする。この場合において、その理由を申請者に提示しなければならない。 

３ 前項による許可及び不許可の処分の決定は、二本松市職務権限規程（平成１７年二本

松市訓令第５号）第２４条の規定により、副市長が処理するものとする。 

（災害発生等の通報） 

第７条 開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る工事の施工に当たり災害が発生した

とき又は災害等の発生のおそれがあるときは、施行細則第１３条第２項に定める災害等

発生届を提出する前に、速やかに市に通報するよう努めなければならない。 

（大規模開発行為の変更） 

第８条 市は、大規模開発行為であって、開発許可を受けた者が、法第３５条の２第１項

に規定する変更をしようとするときは、第３条に定める協議及び事前審査を行うよう指

導するものとする。 

（開発行為の廃止） 
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第９条 市は、開発許可を受けた者が、当該開発許可に係る開発行為を廃止しようとする

場合、開発許可を受けた者に対して、当該開発行為によって損なわれた公共施設の機能

を回復し、又は土地の形質の変化等によって周辺の地域に排水及び水利上の支障をきた

し、若しくは土砂くずれ等による被害を及ぼさないよう適切な措置を講ずるよう指導す

るものとする。 

（大規模開発行為の承継） 

第１０条 市は、大規模開発行為であって、法第４５条に規定する承認を受けようとする

者に対して、第３条に定める協議及び事前審査を行うよう指導するものとする。 

（完了検査） 

第１１条 市は、省令第２９条に規定する工事完了の届出を受理したときは、速やかに、

二本松市開発工事完了検査要綱（平成２７年二本松市告示第 号）の規定により、開発

工事の完了検査を行うものとする。 

（進行管理） 

第１２条 市は、法第８０条第１項の規定により、法の施行のため必要な限度において、

報告又は資料の提出を求めて開発行為の進行管理に努めるものとする。 

（監督処分） 

第１３条 市は、法第８１条に規定する監督処分を行うときは、二本松市違反開発行為等

事務処理要綱（平成２７年二本松告示第 号）の規定により行うものとする。 

（標準処理期間） 

第１４条 申請書等の受理から当該処分までの期間（以下「処理日数」という。）は、お

おむね別表の期間内に行うものとする。 

２ 処理日数は、申請書等の受理をした日の翌日から、当該処分等の文書を申請者に発送

若しくは窓口で交付した日までの期間とする。 

３ 処理日数には、申請の補正等に要する日数及び二本松市の休日を定める条例（平成１

７年二本松市条例第２号）に規定する市の休日は含まない。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
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別表（第１４条関係） 

標準処理日数 

許認可等の事務 日数 備考 

法第２９条の規定に

よる開発行為 

５ヘクタール以上で第二種

特定工作物に係るもの 
４０ 

 

上記以外のもの ３０  

法第３５条の２第１項の規定による開発行為の変

更許可 
２５ 

 

法第３６条の規定による開発行為の工事完了の検

査及び検査済証の交付並びに工事完了公告 
２０ 

他の法令による検査

に要する日数を除く 

法第３７条第１号の規定による工事完了公告前の

建築等の承認 
２０ 

 

法第４１条第２項ただし書の規定による建築物の

建築の特例許可 
１５ 

 

法第４２条第１項ただし書の規定による予定建築

物以外の建築等の許可 
１５ 

 

法第４５条の規定による地位の承継承認 ８  

法第５３条第１項の規定による建築の許可 １５  

法第６５条第１項の規定による建築等の許可 ２０  

省令第６０条の規定による適合の証明 
１５ 

他部局との調整に要

する日数を除く 
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第１号様式（第６条関係） 

審  査  表 

１ 申請書の記載方法 

審査事項 適否

「申請年月日」の記載内容  

「申請者の住所、氏名又は名称、押印」の記載内容  

「開発区域に含まれる区域の名称」を公図の写し及び登記事項証明書と照合  

「開発区域の面積」を求積図と照合  

「予定建築物等の用途」を土地利用計画図と照合  

「工事施工者住所氏名」の記載内容  

「工事着手予定年月日」の記載内容  

「工事完了予定年月日」の記載内容  

「その他必要な事項」の記載内容  

２ 申請手数料の納付 

審査事項 適否

二本松市都市計画法関係事務手数料条例に規定する手数料の額を確認  

３ 添付書類 

審査事項 適否

委任状（代理人委任の場合）の記載内容  

申請者の印鑑登録証明書の発行時期、申請書及び委任状の印影との照合  

資金計画書の記載内容（開発目的が１ｈａ以上の自己業務用の場合又はその

他の場合） 

 

工事費等に関する積算資料の記載内容（特殊工事がある場合）  

申請者の資力信用調書の記載内容、申請書との照合（開発目的が１ｈａ以上

の自己業務用の場合又はその他の場合） 

 

住民票の写しの発行時期、申請書との照合（個人の場合）  

法人の登記事項証明書の発行時期、申請書との照合（法人の場合）  

定款に記載された法人の名称、所在地等と申請書との照合、開発計画と業務

内容の整合（法人の場合） 

 

預金残高証明書又は融資証明書の発行時期、申請書及び資金計画書との照合  

納税証明書の発行時期及び内容、申請書との照合  

設計者の資格に関する申告書の記載内容（１ｈａ以上の場合）  

設計者の資格に関する卒業証明書又は免許証等の写しの発行時期及び内容、

申告書との照合（１ｈａ以上の場合） 
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実務経歴証明書又は在職証明書の発行時期及び内容、申告書との照合（１ｈ

ａ以上の場合） 

 

工事施工者の工事能力調書の記載内容及び過去に違反事案がないか確認（あ

った場合、確約書等を提出）、申請書との照合 

 

建設業等の許可証明書又は建設業等の許可書の写しの発行時期及び内容、申

請書及び工事能力調書との照合 

 

工事施工者の法人の登記事項証明書の発行時期及び内容、申請書及び工事能

力調書との照合 

 

土地等の登記全部事項証明書の発行時期、申請書及び開発行為同意書の権利

関係との照合（未登記建物の場合は資産証明書） 

 

開発行為同意書の同意の年月日、記載内容、土地等の登記全部事項証明書と

の照合（権利者が死亡している場合は相続関係が分かる書類） 

 

同意者の印鑑登録証明書の発行時期、同意書の印影との照合  

公共施設管理者同意書の発行時期、内容、求積図との照合（同意書の内容の

詳細が不明確な場合は、協議・打合せ記録簿等を追加） 

 

公共施設管理予定者との協議一覧表の内容、協議経過書との照合  

公共施設管理予定者との協議経過書の内容、協議一覧表及び求積図との照合  

工事の工程表の内容（自己用住宅以外の場合）  

義務教育施設設置義務者協議書の内容（２０ｈａ以上の場合）  

水道事業者協議書の内容（給水区域外で２０ｈａ以上の場合)  

一般電気、ガス事業者協議書の内容（４０ｈａ以上の場合）  

鉄道事業者等協議書の内容（４０ｈａ以上の場合）  

その他、関係法令に基づく許可、認可等が必要な場合はその許可等に関する

書面 

 

４ 設計図書 

審査事項 適否

設計説明書（開発目的が自己用住宅以外の場合）  

開発区域位置図の縮尺、標記、申請書等との整合  

開発区域区域図の縮尺、標記、申請書等との整合  

現況図の縮尺、標記、設計説明書等との整合（樹木若しくは樹木の集団又は

表土の状況にあっては、１ｈａ以上の場合） 

 

開発区域及び周辺の土地の公図の写しの発行日又は転載日、申請書との照合  

開発区域求積図の縮尺、標記、申請書及び設計説明書との照合  

新旧公共施設求積図の縮尺、標記、公共施設管理者同意書、公共施設管理予  
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定者との協議経過書との照合 

区画割求積図の縮尺、標記、設計説明書との照合  

土地利用計画図の縮尺、標記、申請書、設計説明書及び他の図面との照合  

造成計画平面図の縮尺、標記、設計説明書及び他の図面との照合  

がけの断面図の縮尺、標記、他の図面との照合  

擁壁の断面図（構造図）の縮尺、標記、他の図面との照合  

擁壁の展開図の縮尺、標記、他の図面との照合  

排水施設計画平面図の縮尺、標記、他の図面との照合  

排水施設構造図の縮尺、標記、他の図面との照合  

排水施設縦断図の縮尺、標記、他の図面との照合（１ｈａ以上の場合）  

流末水路構造図の縮尺、標記、他の図面との照合  

排水先流路図の縮尺、標記、他の図面との照合  

道路計画平面図の縮尺、標記、他の図面との照合  

道路横断図の縮尺、標記、他の図面との照合  

道路縦断図の縮尺、標記、他の図面との照合  

公園広場等計画図の縮尺、標記、他の図面との照合（自己用住宅以外の場合）  

貯水施設詳細図の縮尺、標記、他の図面との照合  

防災工事計画平面図の縮尺、標記、他の図面との照合（１０ｈａ以上の場合

は、防災設計図を別途作成） 

 

防災施設構造図の縮尺、標記、他の図面との照合  

給水施設計画平面図の縮尺、標記、他の図面との照合  

下水道縦断図の縮尺、標記、他の図面との照合  

電気施設等計画平面図の縮尺、標記、他の図面との照合（自己用住宅以外で、

２０ｈａ以上の場合） 

 

予定建築物等の立面及び平面図の縮尺、標記、他の図面との照合（分譲目的

の場合等、建築物の規模等が未定の場合は不要） 

 

その他の公共公益施設計画平面図の縮尺、標記、他の図面との照合（自己用

住宅以外の場合） 

 

公共施設の管理者に関する図面の縮尺、標記、他の図面との照合（自己用住

宅以外の場合） 

 

５ 計算書等 

審査事項 適否

擁壁の構造計算書の内容、図面との照合（二次製品はカタログの写し）  

斜面（地盤）の安定計算書の内容、図面との照合  
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土地調査書及び地盤改良計算図書の内容、図面との照合（軟弱地盤等を含む

場合） 

 

水理計算書の内容、図面との照合  

仕様書の内容、図面との照合（１０ｈａ以上の場合）  

土量計算書の内容、図面との照合（自己用住宅以外で１１ｈａ以上の造成又

は切土、盛土の面積が３，０００㎡以上の場合） 

 

防災計画書の内容、図面との照合（自己用住宅以外で１1ｈａ以上の場合）  

工作物等の施設の能力に関する計算書の内容、図面との照合（自己用住宅以

外で１1ｈａ以上の場合） 

 

ごみ収集施設の位置、寸法等の内容、図面との照合（自己用住宅以外で１ｈ

ａ未満の場合も含む） 

 

残土処理場に関する計画書の内容（自己用住宅以外で１1ｈａ以上の場合）  

樹木の保存、表土の保全に関する計画書の内容、図面との照合（自己用住宅

以外で１1ｈａ以上の場合） 

 

６ 開発許可基準 

審査事項 適否

用途地域への適合  

公共空地の適切な配置  

街区画地の適切な配置  

排水施設の適切な配置  

給水施設の適当な配置  

地区計画等の内容に即する  

公益的施設の適切な用途配分（２０ｈａ以上の場合）  

防災、安全措置の適切な措置  

災害危険区域、地すべり防止区域、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危

険区域の除外 

 

樹木の保存、表土の保全の適切な措置（１ｈａ以上の場合）  

緩衝帯等の適切な配置（環境の悪化をもたらす予定建築物で１ｈａ以上の場

合） 

 

輸送施設の支障の有無（４０ｈａ以上の場合）  

開発行為を行うために必要な資力及び信用の有無（その他の開発行為で１ｈ

ａ以上の場合） 

 

工事施工者の工事完成に必要な能力の有無（その他の開発行為で１ｈａ以上

の場合） 
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権利者の相当数の同意の有無  

７ 審査職員 

統括 所属  職  氏名 印 

事務 所属  職  氏名 印 
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第２号様式（第６条関係） 

技  術  審  査  表 

１ 開発区域及び周辺の状況 

開発位置  面積  

開発目的  

都市計画区域 内・外 用途地域名  地区計画名  

関連都市施設  その他公共施設  

接続道路名 線（幅員    m） □改良済み ・ □未改良

下流水系     級     川 □改修済み ・ □未改修 

他法令による地域指定  

２ 開発計画の技術審査 

⑴ 街区画地計画 

項目 評価

街区画地計画の諸条件  

⑵ 画地計画 

項目 評価

画地計画の諸条件  

⑶ 道路 

項目 評価

開発区域内に新たに配置する道路で、同一の接続道路に２以上接続する場

合、接続する部分において各々の道路中心線の間隔 

 

新設道路内への電柱類の設置計画  

予定建築物等の敷地が接する道路（政令第２５条第２号道路）のうち開発

区域内道路の幅員、形状、配置 

 

 通行上支障がない小区間の道路（政令第２５条第２号括弧書き）の要件  

接続道路のうち一敷地の単体的な開発行為における敷地が接する道路（政

令第２５条第２号道路）の幅員、形状、交差点配置 

 

 ４ｍにできる場合（政令第２５条第２号ただし書き）の要件  

開発区域内の主要な道路が接続する開発区域外の道路（政令第２５条第４

号道路）の幅員、形状、交差点配置、接続先道路の要件、既存道路の形状 

 

 

４ｍ以上にできる場合の要件  

開発区域に接する既存の道路が複数ある場合の主要な道路以外の道路

の取扱 

 

歩車道の分離  
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道路の舗装  

横断勾配  

道路の排水  

道路の縦断勾配  

階段状道路の構造、配置等  

行き止まり道路（袋路状）にすることが出来る場合の要件  

道路の平面交差  

新たに配置する道路で、連続する屈曲点を設ける場合の、幅員、屈曲点間

の距離 

 

隅切り  

歩道の安全  

立体横断施設（横断歩道橋（地下横断歩道を含む。））  

防護施設（ガードレール、カーブミラー、照明灯等を設置）  

道路照明施設  

道路標識及び区画線  

道路反射鏡  

植栽  

※ 自己の居住の用に供する目的で行う開発行為については、本節（道路）の規 

定は適用されず、建築物の接道は、建築基準法第４２条に規定する道路に、規 

定幅以上接すれば足りる。 

⑷ 公園 

項目 評価

開発区域の面積、用途に応じた公園の規模、種類、配置  

公園が補助幹線以上の道路に接しているときの歩道設置  

移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準への適合  

公園の出入口の配置  

公園の有効面積とする部分の算定  

公園の形状及び勾配  

公園の造成計画（高低差、構造物の配置）  

園路の経路、線形、幅員、勾配、構造  

公園内広場の規模、形状、勾配、設備  

公園施設の種類、個数、規模（遊具、注意版、ベンチ類、便所）  

公園等の給水設備  

公園等の排水施設  
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公園等の植栽及び植栽帯  

公園施設以外の施設等の有無  

公園の掲示板及び標識  

⑸ 消防施設 

項目 評価

消防水利の能力  

消火栓  

消防水利の配置  

消防水利の構造  

防火水槽  

標識等  

⑹ その他の公共の用に供する空地 

項目 評価

ゴミ収集施設  

その他の公共の用に供する空地  

⑺ 排水施設 

項目 評価

排水施設の管渠の勾配及び断面積  

 設定した降雨強度、計画雨水量・計画汚水量の計算  

管渠内の流速及び勾配、管渠の余裕  

排水設備（排水路）の構造、土地、境界から隔離、放流先（接続先）  

排水施設の構造及び施工方法  

管渠の接合  

マンホールの構造及び施工方法  

汚水桝、雨水桝の構造及び施工方法  

公共下水道施設（汚水）となる場合の規格及び構造  

下流河川等の流量増対策（流出抑制対策）  

調整池・調節池 ※別途審査  

雨水の浸透施設 ※別途審査  

⑻ 給水施設 

項目 評価

公営水道  

専用水道  

その他の給水施設  
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⑼ 宅地防災 

① 開発事業実施の基礎となる調査 

項目 評価

特異な地形・地質構造、軟弱地盤の有無  

各種調査・試験データの整理  

調査の方法、位置、箇所  

地質調査等（必要な項目の調査）  

特に詳細な調査を要するもの  

軟弱地盤の判定  

② 設計・施工計画上の措置 

項目 評価

土地利用計画上、防災と環境への配慮、がけの上端の地盤面の処理  

切盛土量のバランス。あるいは、土の搬出入が必要となる場合、土の有効

利用、周辺への影響等が考慮された適切な計画 

 

土質等に応じた適切な切土のり面、法面の土質、法高、勾配  

切土法面の勾配・土質に応じた擁壁の設置  

切土のり面の安定性の検討、施工方法  

切土した後の地盤のすべり防止措置  

安全な盛土（高盛土の有無、勾配）、防護措置  

盛土材の選択とその土質に応じた締固め方法  

盛土内排水層及び地水排除対策  

盛土と地山の接続  

盛土全体の安定性の検討（安定計算、間隙水圧、最小安全率）  

のり面の安定性の検討（安定計算、設計強度定数、間隙水圧、最小安全率）  

盛土を施工する箇所の原地盤の状況把握、適切な対策  

傾斜地盤上の施工方法（表土処理、地山を段切り、排水勾配、地すべり安

定解析、土留め等） 

 

のり面保護工の適切な工法選定、また、施工計画  

のり面排水工の配置、断面、流末処理  

施工が速やかに行われ、裸地が長期間放置されることのないよう配慮  

擁壁の安全性、設置箇所、土質、基礎、根入れ、水抜穴、伸縮目地、隅角

部の補強（構造計算、大臣認定） 

 

宅地の部分に設置する擁壁の構造  

地盤が軟弱地盤である場合、その特性が十分把握され、必要な措置  
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  ③ 工事施工中の防災措置 

項目 評価

防災措置の実施時期  

工程計画の決定に当たって、工事施工中における防災措置への配慮  

施工法の選定  

工事施工中の仮の防災調整池等  

簡易な土砂流出防止工（板棚マット工、板柵土のう積工、ふとんかご工）  

仮排水工（素掘水路、板柵水路、）  

のり面からの土砂流出等の防止対策  

道路の舗装が完成しない場合、道路面の洗掘を防止するため格子蓋付の横

断開渠等の施工 

 

地形上流土が予想される場合の措置（土俵、杭しがら、板柵等で、泥・雑

芥等を泥澱・濾過） 

 

表土等を仮置きする場合の措置  

工事施工中の濁水防止対策  

工事施工中の騒音・振動対策等  

工事中の交通対策、誘導員の配置、標識の設置等  

防災体制の確立（組織、防災責任者の設置、市町村が定める防災体制との

連携） 

 

⑽ 関係機関協議 

項目 評価

道路管理者：  

河川管理者：  

鉄道等管理者：  

農業施設管理者：  

農林計画：  

上水道事業者：  

下水道事業者：  

消防署：  

ゴミ処理：  

埋蔵文化財：  

⑾ 総合評価 

 

 



二本松市都市計画法に基づく開発許可の事務処理に関する要綱 

 

15/15 

 

３ 審査職員 

統括 所属  職  氏名 印 

事務 所属  職  氏名 印 

 


